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2 論文の概要 




を転換点となる 3 つの出来事によって 4 つの時代に区分し、各章で検討を行った。 











確立期(第 4 章)には、Treadway 委員会報告書及び期待ギャップ基準と呼ばれる監査基準の




 成熟期(第 5 章)には、SAS 第 99 号が公表され、現在の不正に対する監査人の責任のフレ
ームワークが完成するとともに、上場企業会計改革及び投資家保護法（Public Company 
Accounting Reform and Investor Protection Act of 2002, 以下、SOX 法）が制定された。証券取
引委員会(Securities and Exchange Commission, 以下、SEC)登録会社に対する財務諸表監査の
監査基準の設定権限が AICPA から公開会社会計監督委員会(Public Company Accounting 
Oversight Board, PCAOB)に移ったことは、重大な変化であった。つまり、成熟期は、監査人
の不正に対する責任のフレームワークが完成し、注意義務違反をめぐる制度も民間から公












1961 年から 1997 年までの英文文献において同様の記述があった事例を検討した。その結
果、本論文では以下の 3 事例を検討することとした。 
 
Pacific Acceptance 社事件(豪州) :不正に対する責任の拡張 (第 6 章) 
Robert Wooler 社事件(米国): レビュー基準における内部統制の確認 (第 7 章) 
Maduff Mortgage 社事件(米国): 違法行為に関する監査人の責任の拡張 (第 8 章)  
 
 6 章では、1970 年の豪州の判例である Pacific Acceptance 社事件を分析した。Pacific 
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とを規定していなかったが、裁判所は、監査基準に欠陥があったことは Pacific Acceptance 社
の監査人の免責とならないことを示した。 
 7 章では、1980 年代の米国の判例である Robert Wooler 社事件を分析した。Robert Wooler
社事件判決は、ペンシルバニア州におけるコモン・ローの判決である。本事案は、財務諸表
を監査していた監査人に対して投資家が訴訟を起こしたものではなく、Robert Wooler 社と




















情報の非対称性から生じる問題の緩和という観点から分析を行うため、Deng, Melumad and 
Shibano (2012)のモデルを過失責任と無過失責任を前提とした損害賠償責任を比較するモデ
ルに拡張した。 
 分析からは、命題 1 及び命題 2 が示すように、損害賠償制度は、投資家のリターン及び経
営者の残余企業価値に影響を及ぼしていた。その経路は、(1) 損害賠償制度は、監査人と経
営者の戦略的な関係を通じて、監査人が努力水準を決定する際の期待損害賠償額の構造に
影響を及ぼし、(2) 期待損害賠償額の構造は投資家のリターン及び経営者の残余企業価値に
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影響を及ぼしていた。 
本論文の貢献は、損害賠償制度が期待損害賠償額の構造に与える影響を明らかにした点
にある。具体的に説明すると、無過失責任制度の場合は、努力することで増加するコストと
努力することによって減少する期待損害賠償額を比較して意思決定していた。これに対し
て、過失責任制度の場合は、努力することによって期待損害賠償額がゼロになり、努力する
ことによって減少する期待損害賠償額が努力を怠った場合の期待損害賠償額となる。つま
り、過失責任制度において監査人が努力を怠る場合とは、努力を怠った場合に監査人が課さ
れる損害賠償額が監査を行うことによって増加するコストを下回るほどに小さい場合であ
る。以上の分析の結果から、損害賠償責任が少ない場合でも監査人は努力するため、過失責
任制度の方が無過失責任制度と比べて優れた制度ということができる。 
 
